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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第93期 

第３四半期 
連結累計期間 

第94期 
第３四半期 
連結累計期間 

第93期 

会計期間 
自 2018年４月１日 
至 2018年12月31日 

自 2019年４月１日 
至 2019年12月31日 

自 2018年４月１日 
至 2019年３月31日 

売上高 （百万円） 163,720 157,668 220,153 

経常利益 （百万円） 21,297 16,213 27,925 

親会社株主に帰属する四半期 

（当期）純利益 
（百万円） 16,687 7,326 19,966 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 12,137 9,454 14,968 

純資産額 （百万円） 127,001 135,584 129,827 

総資産額 （百万円） 309,030 304,594 305,471 

１株当たり四半期（当期）純 

利益 
（円） 227.07 99.67 271.69 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 40.65 43.97 42.04 

 

 

回次 
第93期 

第３四半期 
連結会計期間 

第94期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自 2018年10月１日 
至 2018年12月31日 

自 2019年10月１日 
至 2019年12月31日 

１株当たり四半期純利益 （円） 64.53 28.85 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しない為記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、第１四半期連結会計期間より、素形材・エネルギー事業の内訳である部門区分につい

て、最終製品によるものとし、「クラッド鋼板・鋼管」及び「鋳鍛鋼製品」としております。「鋳鍛鋼製品」には、

従来の「電力・原子力製品」及び「その他」を集約しております。この変更によるセグメント情報に与える影響はあ

りません。

また、主要な関係会社の異動は次のとおりです。

 

（産業機械事業）

第１四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社であった株式会社ジーエムエンジニアリングの株式を追加

取得したことにより連結の範囲に含めております。非連結子会社であったJSW Plastics Machinery （Shenzhen） 

Co.,Ltd.、JSW Machinery Trading（Shanghai）Co.,Ltd.及びJSW Machinery（Ningbo）Co.,Ltd.は、重要性が増した

ため連結の範囲に含めております。

当第３四半期連結会計期間において、ニチユマシナリー株式会社の全株式を取得し、連結子会社としております。

 

（素形材・エネルギー事業）

主要な関係会社における異動はありません。

 

（その他事業）

日鋼情報システム株式会社は、2019年４月１日付をもって、当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、

第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

第２四半期連結会計期間において、室蘭銅合金株式会社を新たに設立し、連結の範囲に含めております。また、捷

姆富(浙江)光電有限公司を新たに設立し、持分法適用の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況 

当第３四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く経営環境は、米中貿易摩擦の影響を主要因として、海

外市場においては、米国では設備投資を抑制する動きが続き、中国では経済減速による需要低迷が継続するなど厳し

い状況が続きました。また、国内市場においても、中国経済の減速による輸出環境の悪化が続いたほか、設備投資の

更なる鈍化などが影響し、需要は低調に推移しました。先行きについては、米中間の通商問題、英国のEU離脱及び新

型肺炎の感染拡大による影響など不透明な状況が続いております。 

このような状況のもとではありますが、引き続き当社グループでは「産業機械で『成長』、素形材・エネルギーは

『新生』」をコンセプトとして掲げ、2018年５月に策定した2021年３月期までの３ヵ年の中期経営計画（JGP2020）

に沿って、①経営資源の最適化とアライアンスの強化、②アフターサービス（ストック型ビジネス）の強化、③新事

業探索、育成の活性化の３つを基本方針とした事業活動を推進しております。 

当社グループにおける当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は、産業機械事業は前年同期並み

の実績を確保したものの、素形材・エネルギー事業が減少し、1,576億68百万円（前年同期比3.7％減）となりまし

た。損益面では、営業利益は149億７百万円（前年同期比21.7％減）、経常利益は162億13百万円（前年同期比23.9％

減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は73億26百万円（前年同期比56.1％減）となりました。 

 

○セグメントの業績は次のとおりであります。

（産業機械事業） 

売上高は、FPD装置が減少したものの、樹脂製造・加工機械が堅調に推移したことから、前年同期並みの1,278億41

百万円（前年同期比2.3％減）となりました。 

営業利益は、売上製品構成の変化などにより、149億87百万円（前年同期比17.7％減）となりました。 

 

（素形材・エネルギー事業） 

売上高は、鋳鍛鋼製品が堅調に推移したものの、クラッド鋼板・鋼管が減少したことから、264億53百万円（前年

同期比9.4％減）となりました。 

営業利益は、売上高の減少などにより、20億57百万円（前年同期比9.8％減）となりました。 

 

（２）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末比８億77百万円減少し、3,045億94百万円とな

りました。これは主に、現金及び預金や受取手形及び売掛金などの流動資産が減少したためであります。 

当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末比66億33百万円減少し、1,690億９百万円となり

ました。これは主に、支払手形及び買掛金などの流動負債が減少したためであります。

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末比57億56百万円増加し、1,355億84百万円とな

りました。これは主に、利益剰余金が増加したためであります。自己資本比率は43.97％（前連結会計年度末は

42.04％）となりました。 
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者が、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保・向上

させる者であるか否かの判断は、最終的には当社株主の総体意思に基づき行われるべきものであると考えます。 

しかしながら、外部者である買収者から買収の提案を受けた際に、当社株主の皆様が当社の有形無形の経営資

源、将来を見据えた施策の潜在的効果その他当社の企業価値を構成する要素を十分に把握した上で、当該買収が

当社の企業価値及び株主共同の利益に及ぼす影響を短期間のうちに適切に判断することは必ずしも容易でないも

のと思われます。したがいまして、当社株主の皆様に買収の提案の内容を検討するための十分な情報や時間を提

供せずに、当社株式の大量取得や買収の提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として

は不適切であると考えます。

また、買収提案の中には、その目的等から見て当社の企業価値及び株主共同の利益に対する明白な侵害をもた

らすものや当社株主の皆様に当社株式の売却を事実上強要するもの等もあります。当社は、このような買収提案

を行う者についても、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

 

② 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み 

当社は、2017年５月15日開催の当社取締役会において、当社株券等の大量買付行為に関する対応策（買収防衛

策）を更新することを決議し、同年６月27日開催の当社第91回定時株主総会にて株主の皆様のご承認をいただき

ました（以下、更新後の対応策を「本プラン」といいます。）。 

なお、本プランの詳細内容につきましては、当社ホームページ（https://www.jsw.co.jp/）ニュースに記載す

る2017年５月15日付「当社株券等の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）の更新について」をご参照くだ

さい。

 

１．本プランの目的

本プランは、当社株券等に対する買付けもしくはこれに類似する行為又はその提案（以下、「買付等」とい

います。）が行われる場合に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断するためにあるいは当社取

締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保すること、又は場合により株主の皆様のために買付

者又は買付提案者（以下、「買付者等」といいます。）と交渉を行うこと等を可能とすることで、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的としております。 

 

２．本プランの概要 

（ⅰ）本プランの発動に係る手続の設定 

本プランは、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、買付者等に対し、事前に当該買付等に関する

情報の提供を求める等、上記「１．本プランの目的」を実現するために必要な手続を定めています。

 

（ⅱ）新株予約権の無償割当てと独立委員会の利用 

買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う等、買付者等による買付等が当

社の企業価値・株主共同の利益を著しく害するおそれがあると認められる場合には、当社は、当該買付者等

による権利行使は認められないとの行使条件及び当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株

予約権を取得する旨の取得条項が付された新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）を、その時

点の当社を除く全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法により割り当てます。なお、当社は、当該

買付者等が有する本新株予約権の取得の対価として金銭を交付することは想定しておりません。

本新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断については、独立委員会規則を定め、当該規

則に従い、当社経営陣から独立した社外の有識者（実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通

する者、弁護士、公認会計士及び学識経験者等）で構成される独立委員会を設置し、その判断を経ること

で、当社取締役会の恣意的判断を排するとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を

確保することとしています。 
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（ⅲ）本新株予約権の行使及び当社による本新株予約権の取得 

仮に、本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされた場合で、買付者等以外の株主の皆様による

本新株予約権の行使により、又は当社による本新株予約権の取得と引換えに、買付者等以外の株主の皆様に

対して当社株式が交付された場合には、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は、最大50％まで希釈

化される可能性があります。

 

③ 具体的取組みに対する取締役会の判断及びその理由 

当社の中期経営計画やコーポレート・ガバナンス強化のための施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を確

保・向上させるための具体的な方策として策定されたものです。したがって、当社の基本方針に沿うものであ

り、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 

本プランは、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・

向上させるための枠組みであり、当社の基本方針に沿うものです。また、当社第91回定時株主総会において株主

の皆様の承認を得ていること、本新株予約権の無償割当て実施の是非についても株主意思を重視する仕組みにな

っていること、独立性の高い社外の有識者から成る独立委員会が設置され、本新株予約権の無償割当ての実施に

は必ず独立委員会の判断を経ることになっていること、合理的な客観的要件が充足されなければ本新株予約権の

無償割当は実施されないこと等により、その公正性・客観性が担保されており、当社の会社役員の地位の維持を

目的とするものではありません。

 

（４）研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は34億21百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

 

３【経営上の重要な契約等】

○合併契約 

当社は、2019年12月18日開催の取締役会において、2020年４月１日を効力発生日として、当社の連結子会社であ

る株式会社名機製作所を吸収合併することを決議し、合併契約を締結しました。

詳細は「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（追加情報）」に記載のとおりであります。

 

○吸収分割契約及び子会社間の合併契約

当社は、2020年１月28日開催の取締役会において、2020年４月１日を効力発生日として、当社素形材・エネルギ

ー事業並びに風力発電機器保守サービスの技術部門を、当社の連結子会社である日鋼MEC株式会社が会社分割によ

り承継することを決議し、吸収分割契約を締結しました。

また、当社連結子会社である日鋼MEC株式会社、株式会社日鋼機械センター及び日鋼検査サービス株式会社並び

に当社非連結子会社である株式会社J-Winは、2020年１月28日開催の各社の取締役会において、2020年４月１日を

効力発生日として、日鋼MEC株式会社を存続会社とし、株式会社日鋼機械センター、日鋼検査サービス株式会社及

び株式会社J-Winの３社を消滅会社とする吸収合併を行うことを決議し、合併契約を締結しました。

詳細は「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりでありま

す。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（2019年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（2020年２月14日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 74,332,356 74,332,356 
東京証券取引所 

（市場第１部） 

単元株式数 

100株 

計 74,332,356 74,332,356 － － 

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2019年10月１日～

2019年12月31日
－ 74,332,356 － 19,737 － 5,464 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2019年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

        2019年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 803,100 － 単元株式数100株 

完全議決権株式（その他） 普通株式 73,425,900 734,259 同上 

単元未満株式 普通株式 103,356 － 同上 

発行済株式総数   74,332,356 － － 

総株主の議決権   － 734,259 － 

（注）「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれており

ます。また、「完全議決権株式(その他)」欄の「議決権の数」には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権

の数20個が含まれております。

 

②【自己株式等】

        2019年９月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数
の合計 
（株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

株式会社日本製鋼所 東京都品川区大崎1-11-1 803,100 － 803,100 1.08 

計 － 803,100 － 803,100 1.08 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2019年10月１日から2019

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2019年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(2019年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 74,304 68,210 

受取手形及び売掛金 ※３ 64,921 ※３ 53,050 

商品及び製品 2,767 3,674 

仕掛品 61,004 71,894 

原材料及び貯蔵品 5,675 5,572 

その他 6,544 10,004 

貸倒引当金 △137 △121 

流動資産合計 215,080 212,285 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 15,212 18,676 

機械装置及び運搬具（純額） 7,273 6,883 

その他（純額） 12,027 11,635 

有形固定資産合計 34,514 37,195 

無形固定資産    

のれん 268 883 

その他 1,957 2,091 

無形固定資産合計 2,226 2,974 

投資その他の資産    

投資有価証券 29,078 31,111 

その他 24,969 21,419 

貸倒引当金 △397 △390 

投資その他の資産合計 53,650 52,139 

固定資産合計 90,391 92,309 

資産合計 305,471 304,594 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※３ 55,579 ※３ 53,663 

短期借入金 12,088 11,915 

1年内返済予定の長期借入金 199 5,151 

未払法人税等 3,326 631 

前受金 16,619 17,676 

風力事業損失引当金 1,887 1,518 

事業再構築引当金 5,295 6,005 

その他の引当金 836 523 

その他 ※３ 16,637 ※３ 11,943 

流動負債合計 112,469 109,029 

固定負債    

長期借入金 39,208 35,560 

引当金 73 71 

退職給付に係る負債 10,494 10,822 

資産除去債務 1,308 1,323 

その他 12,089 12,202 

固定負債合計 63,174 59,980 

負債合計 175,643 169,009 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2019年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(2019年12月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 19,716 19,737 

資本剰余金 5,362 5,383 

利益剰余金 102,915 106,469 

自己株式 △2,312 △2,312 

株主資本合計 125,682 129,278 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 3,290 5,600 

繰延ヘッジ損益 △226 △163 

為替換算調整勘定 △222 △577 

退職給付に係る調整累計額 △115 △198 

その他の包括利益累計額合計 2,725 4,660 

非支配株主持分 1,419 1,645 

純資産合計 129,827 135,584 

負債純資産合計 305,471 304,594 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年12月31日) 

売上高 163,720 157,668 

売上原価 123,027 119,712 

売上総利益 40,692 37,955 

販売費及び一般管理費 21,645 23,047 

営業利益 19,046 14,907 

営業外収益    

受取利息 34 39 

受取配当金 829 772 

固定資産賃貸益 575 626 

持分法による投資利益 83 － 

雑収入 1,130 718 

営業外収益合計 2,651 2,157 

営業外費用    

支払利息 184 186 

控除対象外消費税 21 171 

持分法による投資損失 － 0 

雑損失 195 494 

営業外費用合計 400 852 

経常利益 21,297 16,213 

特別利益    

固定資産売却益 3,807 1,249 

投資有価証券売却益 263 － 

負ののれん発生益 － 361 

その他 112 － 

特別利益合計 4,183 1,611 

特別損失    

固定資産売却損 0 5 

固定資産除却損 88 181 

段階取得に係る差損 － 95 

投資有価証券評価損 － 3,112 

事業再構築引当金繰入額 722 2,244 

災害による損失 299 － 

その他 － 0 

特別損失合計 1,111 5,640 

税金等調整前四半期純利益 24,370 12,184 

法人税、住民税及び事業税 5,256 2,456 

法人税等調整額 2,238 2,211 

法人税等合計 7,494 4,667 

四半期純利益 16,875 7,516 

非支配株主に帰属する四半期純利益 187 189 

親会社株主に帰属する四半期純利益 16,687 7,326 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年12月31日) 

四半期純利益 16,875 7,516 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △4,319 2,310 

繰延ヘッジ損益 △479 63 

為替換算調整勘定 △80 △357 

退職給付に係る調整額 141 △77 

その他の包括利益合計 △4,737 1,938 

四半期包括利益 12,137 9,454 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 11,965 9,261 

非支配株主に係る四半期包括利益 171 193 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（第１四半期連結累計期間） 

 日鋼情報システム株式会社は、2019年４月１日付をもって、当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、

連結の範囲から除外しております。

 持分法適用関連会社であった株式会社ジーエムエンジニアリングの株式を当社が追加取得したことにより、同社を

連結の範囲に含めております。 

 JSW Plastics Machinery (Shenzhen) Co.,Ltd.、JSW Machinery Trading (Shanghai) Co.,Ltd.、JSW Machinery 

(Ningbo) Co.,Ltd.は重要性が増したことにより、連結の範囲に含めております。 

（第２四半期連結累計期間） 

 室蘭銅合金株式会社は新たに設立したため、連結の範囲に含めております。 

 捷姆富(浙江)光電有限公司は当グループが49％出資し設立したことにより、持分法適用の範囲に含めております。 

（第３四半期連結累計期間） 

 ニチユマシナリー株式会社の全株式を当社が取得し、子会社化したことにより同社を連結の範囲に含めておりま

す。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１ 保証債務

 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2019年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2019年12月31日）

室蘭新エネ開発(株) 243百万円 室蘭新エネ開発（株） 223百万円

江津ウィンドパワー(株) 720 江津ウィンドパワー（株） 660

従業員他 4 従業員他 1

 

２ 受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度 

（2019年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 

（2019年12月31日） 

受取手形裏書譲渡高 68百万円 78百万円 

 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末残高に含まれております。 

前連結会計年度 
（2019年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（2019年12月31日） 

受取手形及び売掛金 435百万円 受取手形及び売掛金 293百万円 

支払手形及び買掛金 1,836 支払手形及び買掛金 1,710

その他（流動負債） 941 その他（流動負債） 202

受取手形裏書譲渡高 1 受取手形裏書譲渡高 2

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  2018年４月１日
至  2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  2019年４月１日
至  2019年12月31日）

減価償却費 3,109百万円 4,126百万円

のれんの償却費 161 179
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年12月31日）

     配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

 2018年６月26日

 定時株主総会
普通株式 1,469百万円 20.0円 2018年３月31日 2018年６月27日 利益剰余金

 2018年11月５日

 取締役会
普通株式 1,837百万円 25.0円 2018年９月30日 2018年12月５日 利益剰余金

（注）2018年６月26日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、創立110周年記念配当2.5円を含んでおりま

す。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年12月31日）

     配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

 2019年６月21日

 定時株主総会
普通株式 2,205百万円 30.0円 2019年３月31日 2019年６月24日 利益剰余金

 2019年11月11日

 取締役会
普通株式 2,022百万円 27.5円 2019年９月30日 2019年12月11日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）２ 
  産業機械事業 

素形材・ 

エネルギー事業 
その他事業 計 

売上高            

（１）外部顧客への売上高 130,788 29,199 3,732 163,720 － 163,720 

（２）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
801 2,948 2,731 6,481 (6,481) － 

計 131,589 32,147 6,464 170,201 (6,481) 163,720 

セグメント利益（営業利益） 18,207 2,280 225 20,713 (1,666) 19,046 

（注）１．セグメント利益の調整額△1,666百万円には、セグメント間取引にかかる棚卸資産の調整額等が含まれてお

ります。

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）２ 
  産業機械事業 

素形材・ 

エネルギー事業 
その他事業 計 

売上高            

（１）外部顧客への売上高 127,841 26,453 3,372 157,668 － 157,668 

（２）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
1,043 3,726 1,695 6,465 (6,465) － 

計 128,885 30,180 5,067 164,133 (6,465) 157,668 

セグメント利益（営業利益） 14,987 2,057 68 17,113 (2,205) 14,907 

（注）１．セグメント利益の調整額△2,205百万円には、セグメント間取引にかかる棚卸資産の調整額等が含まれてお

ります。

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動） 

 「産業機械事業」セグメントにおいて、ニチユマシナリー株式会社の株式取得に伴い、当連結会計年度より、

同社を連結の範囲に含めております。 

 これに伴うのれんの増加額は、当連結会計年度において809百万円であります。 

 

 

（企業結合等関係）

１.共通支配下の取引等 

（日鋼情報システム株式会社） 

 当社は、2019年１月29日開催の取締役会決議に伴い、2019年４月１日に日鋼情報システム株式会社を吸収合

併しております。 

（１）取引の概要 

①結合当事企業の名称及び事業の内容 

 結合当事企業の名称  日鋼情報システム株式会社 

 事業の内容      コンピュータシステムのコンサルティング、受託開発、技術指導に関する事業 

            ほか 

②企業結合日 

 2019年４月１日 

③企業結合の法的形式 

 当社を存続会社とし、日鋼情報システム株式会社を消滅会社とする吸収合併 

④結合後企業の名称 

 株式会社日本製鋼所 

⑤その他取引の概要に関する事項 

 日鋼情報システム株式会社は、当社の完全子会社として1990年4月に設立後、当社の情報システム運営

管理及び受託開発事業を主に担って参りましたが、先端的な情報技術（機械学習等）が当社の製品価値・

サービス価値向上に重要な要素であることに鑑み、機能強化を図る目的で本合併を行うものであります。 

（２）会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通

支配下の取引として会計処理を実施しております。 
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２．取得による企業結合 

（株式会社ジーエムエンジニアリング） 

 当社は、2019年３月19日開催の取締役会決議に伴い、2019年４月１日に持分法適用関連会社でありました株

式会社ジーエムエンジニアリングの株式を追加取得し、連結子会社化しております。 

（１）企業結合の概要 

①被取得企業の名称及びその事業の内容 

 被取得企業の名称   株式会社ジーエムエンジニアリング 

 事業の内容      プラスチック用シート装置・押出成形機等の設計・製造及び販売、ダイ及び付 

            属装置の設計・製造及び販売 

②企業結合を行った主な理由 

 シート装置事業の強化・拡大 

③企業結合日 

 2019年４月１日 

④企業結合の法的形式 

 現金を対価とする株式取得 

⑤結合後企業の名称 

 結合後企業の名称に変更はありません。 

⑥取得した議決権比率 

 企業結合直前に所有していた議決権比率  21.75％ 

 企業結合日に追加取得した議決権比率   60.50％ 

 取得後の議決権比率           82.25％ 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠 

 当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。 

（２）四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

 2019年４月１日から2019年12月31日まで 

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

 企業結合直前に保有していた持分の企業結合日における時価  34百万円 

 追加取得に伴い支出した現金                96百万円 

 取得原価                         131百万円 

（４）主要な取得関連費用の内容及び金額 

 アドバイザリー費用等  ５百万円 

（５）被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額 

 段階取得に係る差損   95百万円 

（６）発生した負ののれんの金額、発生原因 

①発生した負ののれんの金額 

 361百万円 

②発生原因 

 株式会社ジーエムエンジニアリングの時価純資産が取得原価を上回ったためであります。 

（７）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

 流動資産   1,722百万円 

 固定資産    654百万円 

 資産合計   2,377百万円 

 

 流動負債   1,275百万円 

 固定負債    503百万円 

 負債合計   1,778百万円 
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（ニチユマシナリー株式会社） 

 当社は、2019年６月18日開催の取締役会において、ニチユマシナリー株式会社の株式を取得し、子会社化す

ることについて決議致しました。これに基づき、2019年９月17日付で株式売買契約を締結し、2019年11月１日

付で当該株式を取得しております。

（１）企業結合の概要 

①被取得企業の名称及びその事業の内容 

 被取得企業の名称   ニチユマシナリー株式会社 

 事業の内容      各種巻出機・巻取機の製造、販売、部品販売、保守サービス 

②企業結合を行った主な理由 

フィルム・シート製造装置事業において、フルライン提供に欠かせない巻取機事業を取り込むことによ

り、一層の事業拡大を図るため。 

③企業結合日 

 2019年11月１日 

④企業結合の法的形式 

 現金を対価とする株式取得 

⑤結合後企業の名称 

 結合後企業の名称に変更はありません。 

⑥取得した議決権比率 

 取得後の議決権比率   100％ 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。 

（２）四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

 2019年11月１日から2019年12月31日まで 

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

 取得に伴い支出した現金 950百万円 

 取得後に確定した精算金 △2百万円 

 取得原価        948百万円 

（４）主要な取得関連費用の内容及び金額 

 アドバイザリー費用等  １百万円 

（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

①発生したのれんの金額 

 809百万円 

②発生原因 

 主として今後の事業展開によって期待される超過収益力によるものです。 

③償却方法及び償却期間 

 ５年間にわたる均等償却 

（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

 流動資産    957百万円 

 固定資産     30百万円 

 資産合計    987百万円 

 

 流動負債    845百万円 

 固定負債      3百万円 

 負債合計     849百万円 

- 17 -

2020/02/13 19:11:26／19571850_株式会社日本製鋼所_第３四半期報告書



（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

１株当たり四半期純利益 227円07銭 99円67銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益    

（百万円）
16,687 7,326

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（百万円）
16,687 7,326

普通株式の期中平均株式数（株） 73,489,906 73,505,983

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（鉄鋼事業の吸収分割及び子会社４社の吸収合併について） 

当社は、2020年１月28日開催の取締役会において、2020年４月１日を効力発生日として、当社の素形材・エネル

ギー事業並びに風力発電機器保守サービスの技術部門を会社分割（簡易吸収分割）により、連結子会社である日鋼

MEC株式会社（以下、日鋼MEC）に承継させると共に、日鋼MECが当社連結子会社である株式会社日鋼機械センター

（以下、日鋼機械センター）、日鋼検査サービス株式会社（以下、日鋼検査サービス）および当社非連結子会社で

ある株式会社J-Win（以下、J-Win）の３社を吸収合併することを決定いたしました。 

概要については次のとおりです。 

 

１．取引の目的を含む取引の概要 

2011年３月の東日本大震災以降、世界各国のエネルギー政策見直しによる原子力発電所建設計画の中止・中断が

続いたほか、地球温暖化問題を背景とした石炭火力発電所への投資抑制も進みました。これらの影響により、当社

素形材・エネルギー事業の収益の柱であった原子力・火力発電所向け部材の市場縮小とそれに伴う競争の激化等か

ら、同事業の収益力改善が課題となり、室蘭製作所を中心とする組織再編について検討を進めて参りました。 

今般、当社素形材・エネルギー事業とその製造機能を担う子会社３社および風力発電機器の保守サービス機能を

担う技術部門と子会社１社を対象とする再編を行い、組織の最適化、事業の再構築および一体運営による収益力向

上を図り、同事業の現状規模での安定黒字体制確立を目指します。 

 

２．再編の要旨 

（１）吸収分割 

①結合当事企業又は対象となった事業の名称およびその事業の内容 

当社       素形材・エネルギー事業並びに風力発電機器保守サービスの技術部門 

日鋼MEC      工場設備の据付・維持保全、各種鋳鋼品・鋼板・鋼管の製造・加工・販売ほか 

②企業結合日 

2020年４月１日（予定） 

③企業結合の法的形式 

当社を分割会社とし、日鋼MECを承継会社とする吸収分割（簡易吸収分割）です。 

（２）吸収合併 

①結合当事企業又は対象となった事業の名称およびその事業の内容 

日鋼MEC      工場設備の据付・維持保全、各種鋳鋼品・鋼板・鋼管の製造・加工・販売ほか 

日鋼機械センター 大型鋳鍛鋼品、溶接構造物及び金型の機械加工、仕上組立ほか 

日鋼検査サービス 各種鋳鍛鋼品、鋼板、溶接構造物及び産業機械の中間及び出荷検査事業ほか 

J-Win       風力発電機の監視、保守、点検及び補修業務ほか 

②企業結合日 

2020年４月１日（予定） 

③企業結合の法的形式 

日鋼MECを存続会社とし、日鋼機械センター、日鋼検査サービスおよびJ-Winを消滅会社とする吸収合併方式

で、日鋼機械センター、日鋼検査サービスおよびJ-Winは解散いたします。 

④企業結合後企業の名称 

日鋼MECは2020年４月１日付けで商号を日本製鋼所M&E株式会社に変更いたします。 

 

３．実施予定の会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引と

して会計処理を行う予定です。 
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（追加情報）

（連結子会社の吸収合併） 

（株式会社名機製作所） 

 当社は、2019年12月18日開催の取締役会決議に伴い、2020年４月１日に連結子会社である株式会社名機製作

所を吸収合併することを決議いたしました。 

（１）取引の概要 

①結合当事企業の名称及び事業の内容 

 結合当事企業の名称  株式会社名機製作所 

 事業の内容      射出成形機等の製造・販売ほか 

②企業結合日 

 2020年４月１日（予定） 

③企業結合の法的形式 

 当社を存続会社とし、株式会社名機製作所を消滅会社とする吸収合併 

④結合後企業の名称 

 株式会社日本製鋼所 

⑤その他取引の概要に関する事項 

 株式会社名機製作所は、射出成形機を日本で初めて開発したパイオニアとして、各時代に適応した様々

な製品を製造・販売してまいりました。2016年３月には株式交換の方法により当社は株式会社名機製作所

を完全子会社といたしました。近年の業績は自動車関連向けの大型射出成形機を軸として堅調に推移して

おり、今後一層の生産能力・生産効率の向上、新製品開発の強化、営業・サービス体制の拡充を目的とし

本合併を行うものであります。 

（２）会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通

支配下の取引として会計処理を実施する予定です。 
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２【その他】

2019年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額     2,022百万円

（ロ）１株当たりの金額          27.5 円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 2019年12月11日

（注）2019年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年２月14日

株式会社日本製鋼所 

取締役会 御中 

 

EY新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 野水 善之   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 林 一樹    印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 新井 慎吾   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本製

鋼所の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2019年10月１日から2019年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行

った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本製鋼所及び連結子会社の2019年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

（注）1. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 

     ２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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